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１．経営成績等の概況 
（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度の日本経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、一部に改善の遅れがみら

れるものの、緩やかな回復基調が続いています。 

広告業界におきましては、東京地区のスポット広告の出稿量がおおむね順調に推移したことか

ら、前期を上回りました。 

このような経済状況のなか、当社グループは、テレビ放送事業はもとより、音楽出版事業やそ

の他事業においても収益確保に努め、当連結会計年度の売上高は 2,958 億 7 千 9 百万円 (前期比

＋5.4％)、売上原価、販売費及び一般管理費の合計が 2,786 億円（同＋5.4％）となりました結果、

営業利益は 172 億 7 千 8 百万円（同＋4.3％）となりました。また、経常利益は 219 億 4 千 7 百万

円 (同＋18.6％)、親会社株主に帰属する当期純利益は 159 億 4 千 9 百万円（同＋31.1％）となり

ました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

①テレビ放送事業 

当連結会計年度は、全日視聴率（6 時～24 時）7.3％、ゴールデンタイム（19 時～22 時）10.3％、

プライムタイム（19 時～23 時）10.6％、プライム 2（23 時～25 時）6.4％となり、全ての区分が

民放 2 位で終了し、トップグループを維持しております。 

当連結会計年度は、期末期首、年末年始、スポーツ特番等の特別編成に加え、平日の報道情報

番組が前期に続き好調を維持したことや、土日午後帯の改編により、全日帯の更なるベースアッ

プに成功しました。 

報道情報番組では、年度平均視聴率において「グッド!モーニング」が全ての時間帯で自己最高

を更新し、「羽鳥慎一モーニングショー」が前期を大きく上回り、同枠として初めて同時間帯民放

トップとなるなど、平日午前帯がさらに改善しました。また、4 月にリニューアルした「報道ス

テーション」は前期と同水準の視聴率を維持しました。 

バラエティー番組では、放送開始から 18 年目を迎えた「とんねるずのスポーツ王は俺だ!!」や、

25 回目を迎えた「ミュージックステーション スーパーライブ」などの特別番組が好評を博し、

レギュラー番組でも「池上彰のニュースそうだったのか!!」「クイズプレゼンバラエティー Ｑさ

ま!!」などの番組が安定した結果となりました。 

連続ドラマでは、前シーズンに続き年間1位の快挙となった平均視聴率21.5％の木曜ドラマ「ド

クターＸ ～外科医・大門未知子～」や、11 シーズン連続の平均 15％突破となるシーズン平均

15.2％の「相棒」が安定した高視聴率を獲得しました。ドラマスペシャルでは、二夜連続「そし

て誰もいなくなった」(二夜平均 14.4％)が好評を博しました。 

スポーツでは、「2017 ワールドベースボールクラシック」(プライムタイム 3 試合平均 23.7％)

や「2018FIFA ワールドカップロシア アジア地区最終予選」(プライムタイム 6 試合平均 19.1％)

が高い注目を集め、「フィギュアスケートグランプリファイナル 男女フリー」(17.6％)や、「プ

ロ野球日本シリーズ」(2 試合平均 17.4％)も高視聴率を獲得しました。 
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正月三が日は、｢相棒 元日スペシャル」を筆頭に「夢対決 2017 とんねるずのスポーツ王は俺

だ!!」「ビートたけしの知らないニュース 2017 新春スペシャル」などが高視聴率を獲得し、三が

日平均では、プライムタイムは 9 年連続、ゴールデンタイムは 3 年連続でトップを維持しており

ます。 

以上のような状況のなか、収益の拡大を図るため、積極的な営業活動を展開いたしました。 

タイム収入は、アドバタイザーの宣伝活動において柔軟性と効率性を重視する動きから、固定

費削減傾向がみられました。そのような状況のなか、レギュラー番組のセールスでは、「日曜もア

メトーーク!」「しくじり先生 俺みたいになるな!!」などのバラエティーをはじめ、水曜夜 9 時台

のドラマや、木曜ドラマを中心に単価の上昇を達成しました。また、単発番組は、大型スポーツ

番組「2018FIFA ワールドカップロシア アジア地区最終予選」「リオデジャネイロオリンピック

2016」「2017 ワールドベースボールクラシック」「サッカー・UEFA ユーロ 2016」などで増収を図

りました。以上の結果、タイム収入合計は 903 億 5 千 1 百万円（前期比＋1.7％）となりました。 

スポット収入は、東京地区の広告出稿量が堅調に推移するなか、朝帯を中心とした全日視聴率

の上昇を背景に、単価の上昇に努め増収を図りました。業種別では、「情報・通信」「家電・ＡＶ

機器」「不動産・住宅設備」「薬品・医療用品」など全 21 業種中、14 業種が前期を上回る伸びと

なりました。以上の結果、スポット収入は 1,052 億 1 千 2 百万円（同＋4.8％）となりました。 

番組販売収入は、海外での放送や動画配信に向けたコンテンツ販売が好調に推移しており、132

億 2 千 7 百万円 (同＋4.2％)となりました。 

また、ＢＳ・ＣＳ収入は 248 億 2 千 4 百万円（同＋0.2％）、その他収入は 189 億 2 千 8 百万円

（同＋8.0％）となりました。 

以上の結果、テレビ放送事業の売上高は 2,525 億 4 千 5 百万円 (同＋3.4％)、営業費用は 2,376

億 1 千 6 百万円 (同＋3.6％) となりました結果、営業利益は 149 億 2 千 9 百万円（同＋0.5％）

となりました。 

 

②音楽出版事業 

前期に開催した「ケツメイシ」及び「湘南乃風」のコンサートツアーの反動減などにより、音

楽出版事業の売上高は 99 億 8 千 5 百万円（前期比△16.4％）、営業費用は 93 億 5 千 5 百万円（同

△12.8％）となりました結果、営業利益は 6 億 2 千 9 百万円（同△48.1％）となりました。 

 

③その他事業 

インターネット事業は、株式会社サイバーエージェントとの共同事業「ＡｂｅｍａＴＶ」が、

アプリダウンロード数 1,500 万を達成するなど順調に推移したほか、地上波放送で人気の「ドク

ターＸ ～外科医・大門未知子～」のスピンオフドラマ「ドクターＹ ～外科医・加地秀樹～」な

どのオリジナルコンテンツをＫＤＤＩ株式会社と共同制作し、ａｕビデオパスで独占配信するな

ど戦略的に事業の拡大を行いました。また、広告付き無料見逃し動画配信サービス「テレ朝キャ

ッチアップ」は配信番組数の増加とともに利用者も増え、広告収入も順調に伸びています。さら

に、動画配信事業「新日本プロレスワールド」は順調に会員数を増やし、海外からのアクセスも

急増しています。 
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イベント事業では、3 回目となる「テレビ朝日・六本木ヒルズ夏祭り ＳＵＭＭＥＲ  

ＳＴＡＴＩＯＮ」を 7 月 16 日より 44 日間にわたって開催し、前年を上回る延べ 544 万人が来場

したほか、恒例の音楽イベント「テレビ朝日ドリームフェスティバル 2016」「メトロポリタンロ

ックフェスティバル東京・大阪」などが好評を博しました。また「ＥＸ ＴＨＥＡＴＥＲ ＲＯ

ＰＰＯＮＧＩ」では、Mr.KING をメインにジャニーズ Jr.たちが歌やダンスで競い合う「サマステ 

ジャニーズキング」や、市川海老蔵の「六本木歌舞伎」など音楽や舞台の様々なイベントが開催

され、高い稼働率で堅調な運営を行っております。 

ショッピング事業は、通販番組「じゅん散歩」の好調な視聴率を背景に増収となりました。 

出資映画事業は、恒例作品の「ドラえもん」が、シリーズ 36 作目にして歴代最高の興行収入

41 億 2 千万円を記録し、「クレヨンしんちゃん」もシリーズ歴代 3 位の興行成績となりました。

また、「相棒-劇場版Ⅳ-」もシリーズ最高の大ヒットスタートとなるなど好評を博しました。 

ＤＶＤ販売は、「ドクターＸ ～外科医・大門未知子～」「相棒」をはじめとする高視聴率ドラマ

や、「アメトーーク」「ももクロ Chan」など、様々なタイトルをリリースしました。商品化におい

ては、地上波番組と連動した商品を開発・販売し、好評を博しました。さらに出版では、隔月で

発行している雑誌「おかずのクッキング」が安定した販売実績を残しています。 

機器販売・リースは、携帯端末リースや大型ＬＥＤレンタルなど、好調に推移しました。 

以上の結果、その他事業の売上高は 455 億 7 百万円 (前期比＋25.7％)、営業費用は 437 億 2

千 2 百万円 (同＋22.5％)となりました結果、営業利益は 17 億 8 千 4 百万円（同＋255.2％）とな

りました。 

 

（２）当期の財政状態の概況 

流動資産は 1,824 億 8 千 3 百万円で、前連結会計年度末に比べ 3 百万円の減少となりました。 

固定資産は 2,435 億 8 千 6 百万円で、前連結会計年度末に比べ 238 億 2 千 2 百万円の増加とな

りました。これは、投資有価証券が 169 億 2 千 7 百万円、建物及び構築物が 46 億１千万円増加し

たことなどによります。 

以上の結果、資産合計は前連結会計年度末に比べ 238 億 1 千 9 百万円増加し、4,260 億 7 千万

円となりました。 

流動負債は 692 億 3 千 7 百万円で、前連結会計年度末に比べ 47 億 2 千 1 百万円の増加となりま

した。これは、未払費用が 36 億円増加したことなどによります。 

固定負債は 340 億 3 千 9 百万円で、前連結会計年度末に比べ 52 億 2 千 1 百万円の増加となりま

した。これは、リース債務が 19 億 9 千 5 百万円増加したことなどによります。 

以上の結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ 99 億 4 千 3 百万円増加し、1,032 億 7 千 7 百

万円となりました。 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ 138 億 7 千 5 百万円増加し、3,227 億 9 千 3

百万円となりました。この結果、自己資本比率は 75.0％となりました。 
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 43 億 6 千 7 百万円

増加し、342 億 2 百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、234 億 6 千 4 百万円の収入となり、前連結会計年度

に比べ収入額が 104 億 4 千 2 百万円増加いたしました。これは、前連結会計年度に退職給付信

託設定額 100 億円の支出があったことなどによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、116 億 3 千 5 百万円の支出となり、前連結会計年度

に比べ支出額が 6 億 9 千 3 百万円減少いたしました。 

 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、74 億 4 千 1 百万円の支出となり、前連結会計年度に

比べ支出額が 7 億 2 千 1 百万円増加いたしました。これは、配当金の支払額が 4 億 9 千 9 百万

円増加したことなどによるものです。 

 

（４）今後の見通し 

当社グループの売上高に大きな影響をおよぼすテレビ広告市場が、安定的に推移するものと 

想定されることや、株式会社文化工房の連結子会社化などにより、売上高は増収、営業利益は増

益となる見込みであります。一方、平成29年3月期に系列局3社の持分法適用関連会社化に伴い、

負ののれんを持分法による投資利益に計上した反動により、経常利益、親会社株主に帰属する当

期純利益は減益となる見込みであります。 

以上により、平成 30 年 3 月期の通期連結業績予想は、売上高 3,040 億円、営業利益 175 億円、

経常利益 180 億円、親会社株主に帰属する当期純利益 120 億円を見込んでおります。 

 

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要政策と位置づけております。地上波・ＢＳ・

ＣＳの放送事業者を完全子会社とする認定放送持株会社として欠くことのできない長期的な企業

基盤の充実に向けた内部留保とのバランスを考慮しつつ、継続的な成長を主眼においた安定的な

普通配当に努めるとともに、記念すべき節目における記念配当や、各期の業績変動等を勘案した

特別配当などにより、株主のみなさまへの還元に努めることを基本方針としております。 

平成 29 年 3 月期の 1 株当たり期末配当金は 20 円とする予定であります。既に実施いたしまし

た中間配当金 20 円と合わせて年間配当金は 1 株当たり 40 円となります。 

また、平成 30 年 3 月期の 1 株当たり配当金につきましては、中間配当金 20 円、期末配当金 20

円、年間配当金 40 円（配当性向(連結)35.7％）を見込んでおります。 
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 
 当社グループは、日本基準に基づき連結財務諸表を作成しております。今後のＩＦＲＳ（国際財

務報告基準）導入に関する動向を注視しつつ、適切に対応してまいります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3 月

28 日。以下「回収可能性適用指針」という。）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産の回収可

能性に関する会計処理の方法の一部を見直しております。 

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第 49 項(4)に定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首時点において回収可能性適用指針第 49 項（3）①から③に該当す

る定めを適用した場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及

び繰延税金負債の額との差額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加算しております。 

この結果、当連結会計年度の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）及び利益剰余金が

それぞれ 45 百万円増加しております。 

当連結会計年度の期首の純資産に影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利

益剰余金の期首残高は 45 百万円増加しております。 

 

（セグメント情報） 

1．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。 

 当社グループは、事業別の管理部署を置き、各管理部署は、取り扱う事業についての包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは事業別のセグメントから構成されており、「テレビ放送事業」「音楽

出版事業」及び「その他事業」の3つを報告セグメントとしております。 

 「テレビ放送事業」は、テレビ番組の制作及び放送に係る事業であり、「音楽出版事業」は音楽著

作権・著作隣接権の管理事業、レコード事業、アーティストマネジメント事業であり、「その他事業」

はテレビ番組を中心としたコンテンツから派生、テレビ放送と連携する事業であり、イベント事業、

インターネット事業、出資映画事業、ショッピング事業等を網羅的に展開しております。 
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2．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日） 

（単位：百万円）  

 

報告セグメント 
調整額 

(注1) 

連結財務諸

表計上額 

(注2) 

テレビ放送 音 楽 出 版

事 業

そ の 他
計 

事   業 事 業

売上高  

 外部顧客への売上高 241,449 11,578 27,752 280,779 ― 280,779

 セグメント間の内部売上高 
2,807 365 8,445 11,618 △11,618 ―

 又は振替高 

 計 244,256 11,943 36,197 292,397 △11,618 280,779

セグメント利益 14,853 1,213 502 16,568 1 16,570

セグメント資産 257,673 16,513 41,027 315,214 87,037 402,251

その他の項目  

 減 価 償 却 費 8,676 107 1,572 10,356 ― 10,356

 持分法適用会社への投資額 1,237 ― 5,171 6,408 ― 6,408

 
有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
10,972 46 1,373 12,392 ― 12,392

（注）1.調整額は以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額1百万円は、セグメント間取引消去△94百万円、当社における子会社からの収入1,837

百万円及び全社費用△1,741 百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に係る費用

であります。 

（2）セグメント資産の調整額 87,037 百万円は全社資産 149,708 百万円及びセグメント間債権債務消去△62,671

百万円であります。 

2.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当連結会計年度（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日） 

（単位：百万円）  

 

報告セグメント 
調整額 

(注1) 

連結財務諸

表計上額 

(注2) 

テレビ放送 音 楽 出 版

事 業

そ の 他
計 

事   業 事 業

売上高  

 外部顧客への売上高 250,111 9,600 36,167 295,879 ― 295,879

 セグメント間の内部売上高 
2,434 385 9,340 12,159 △12,159 ―

 又は振替高 

 計 252,545 9,985 45,507 308,039 △12,159 295,879

セグメント利益 14,929 629 1,784 17,343 △65 17,278

セグメント資産 270,823 13,243 51,251 335,318 90,752 426,070

その他の項目  

 減 価 償 却 費 7,717 96 1,727 9,541 ― 9,541

 持分法適用会社への投資額 7,794 ― 6,048 13,843 ― 13,843

 
有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
12,407 43 2,782 15,233 ― 15,233

（注）1.調整額は以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△65 百万円は、セグメント間取引消去△152 百万円、当社における子会社からの収

入 1,995 百万円及び全社費用△1,907 百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に

係る費用であります。 

（2）セグメント資産の調整額 90,752 百万円は全社資産 150,435 百万円及びセグメント間債権債務消去△59,682

百万円であります。 

2.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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 (１株当たり情報) 

前 連 結 会 計 年 度            

自 平成 27 年 4 月 31 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日 

当 連 結 会 計 年 度            

自 平成 28 年 4 月 31 日 

至 平成 29 年 3 月 31 日 

1 株当たり純資産額 2,832.02 円 1 株当たり純資産額 2,979.63 円

1 株当たり当期純利益金額 112.39 円 1 株当たり当期純利益金額 148.66 円

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(注) 1. 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

 

前 連 結 会 計 年 度            

自 平成 27 年 4 月 31 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日 

当 連 結 会 計 年 度            

自 平成 28 年 4 月 31 日 

至 平成 29 年 3 月 31 日 

親会社株主に帰属する当期純利益 12,169 百万円 15,949 百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属 

する当期純利益 
12,169 百万円 15,949 百万円

普通株式の期中平均株式数 108,280 千株 107,289 千株

 

2. 1株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
前 連 結 会 計 年 度 末            

（平成 28 年 3 月 31 日） 

当 連 結 会 計 年 度 末            

（平成 29 年 3 月 31 日） 

純資産の部の合計額 308,917 百万円 322,793 百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 5,060 百万円 3,259 百万円

(うち非支配株主持分） (5,060 百万円) (3,259 百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 303,856 百万円 319,533 百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数 
107,293 千株 107,239 千株

 

(重要な後発事象) 

当社の完全子会社である株式会社テレビ朝日は、平成 29 年 4 月 11 日付で、当社の持分法適用関連

会社である株式会社文化工房の株式を追加取得し、完全子会社といたしました。これにより、株式会

社文化工房は、当社の連結子会社となりました。 

 

1．企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称  株式会社文化工房 

事業の内容     スポーツ番組を中心としたコンテンツ制作 

 

（2）企業結合を行った主な理由 

   株式会社テレビ朝日と株式会社文化工房は、スポーツ番組を中心としたコンテンツ制作において

密接な連携関係にあります。当社グループにとって、スポーツ番組は重要なコンテンツであり、今

後さらに制作体制を強化していく必要があります。また、経営のスピードアップを図り、経営資源

の円滑な配分も行えるようにするため、同社を完全子会社とすることを決定いたしました。 

この度の完全子会社化により、両社の提携関係をより強固なものとし、コンテンツ強化のための

基盤としていきたいと考えております。 
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（3）企業結合日 

平成29年4月11日 

 

（4）企業結合の法的形式 

現金による株式の取得 

 

（5）結合後企業の名称 

    変更ありません。 

 

（6）取得した議決権比率 

   企業結合直前に保有する議決権比率    39.90％ 

企業結合日に追加取得した議決権比率   60.10％ 

取得後の議決権比率           100.00％ 

 

（7）取得企業を決定するに至る主な根拠 

当社の完全子会社である株式会社テレビ朝日が、現金を対価として株式を取得したためであります。 

 

2．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 

企業結合直前に保有していた株式会社文化
工房の株式の企業結合日における時価 478百万円

企業結合日において追加取得した株式会社
文化工房の株式の時価 721百万円

取得原価  1,200百万円

 

3．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

段階取得に係る差損 569 百万円 

 

4．発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因 

   （1）負ののれん発生益の金額 

      1,507百万円 

（2）発生原因 

受け入れた資産及び引き受けた負債の純額と取得原価との差額により発生したものでありま

す。 

 

5．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産  3,042 百万円 

固定資産    931 百万円 

資産合計   3,973 百万円 

負債合計  1,266 百万円 
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４．その他 

（１）役員の異動 

 役員の異動につきましては、平成29年5月9日発表の「役員の異動等に関するお知らせ」に記載のとおり

であります。 

 

（２）株式の取得による持分法適用関連会社化 

 平成29年2月7日公表の「株式の取得（持分法適用関連会社化）に関するお知らせ」のとおり、当社は当

連結会計年度において、株式会社静岡朝日テレビ、株式会社東日本放送、株式会社福島放送の株式を追加

取得し、持分法適用関連会社化いたしました。これに伴い、負ののれん3,820百万円を持分法による投資

利益に計上しております。 
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